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政策提言
の趣旨

1. 令和６年３月議会で可決した知立市環境基本計画
（改訂版）では、2030年度までに温室効果ガスを
2013年比46％（約19万トン）削減する目標を決定
した。しかしながら、2021年度までの削減量は目
標の37％程度にとどまっており、このままでは目
標達成が危ぶまれる。

2. 市民福祉委員会では、環境省から脱炭素先行地域
指定を受けている飯田市と、地域脱炭素移行・再
エネ推進交付金（重点対策加速化事業）に選定さ
れた伊那市を視察したが、両市の特徴としては、
広大な面積の中で森林、河川が多いことに加えて、
太陽光の日射時間の長さを利用した再生可能エネ
ルギーの活用を重点施策としている。

3. 面積の限られている知立市においては、大規模な
「創エネ」の実現は困難なものの、知立市でもで
きる「省エネ」を含めた、脱炭素への取り組みに
ついて調査し、「ゼロカーボンシティの実現」に
向けた施策を提言する。







提言１

• ゼロカーボンシティ実現に向けて、行政、事業所、市

民が一体となって推進するために、事業者、市民向け

の勉強会や意見交換の場を継続的に開催し、地球温暖

化対策意識の向上を図ること



• 建築物省エネ法の施行に伴う「住宅・建築物省エネ改

修推進事業」を、市民に広く周知し、新築に加えて既

存住宅における省エネを推進すること。また、知立市

に所縁のある太陽熱利用温水器補助事業に対し、市の

単独補助を増額すること

提言２



• 環境基本計画の概要版として、ゼロカーボンシティ推

進のための市民向けのパンフレットを作成し、ゼロ

カーボンシティ実現の道筋を示すとともに、各補助項

目の概要、費用、メリット、申請方法等をわかりやす

く表記する。また、これらを活用して、町内会や業界

団体等への説明会を開催することにより、創エネ・省

エネ意欲を高めるよう努めること

提言３



提言理由

1. 知立市の太陽光発電（10KW未満）は12,098KW、10KW以上

は7,157KW。

2. 他市では10KW以上の発電容量が多い。

3. 知立市にはメガソーラーを設置できる空地はないが、大

規模事業所や大型店舗の屋根や駐車場に設置可能。

4. 公民館に蓄電装置付き太陽光発電を設置することで、省

エネと防災機能が拡充される。

5. 地球温暖化対策の意欲を高めるため、関係者の協力と継

続的な勉強会や意見交換が有効。



利用・参加の経験がある取組については、ごみや資源回収に関する取組が上位を
占めている。補助制度や新規の取組についてはより一層の普及啓発が必要。

第２次知立市環境基本計画見直しにかかるアンケート調査結果より



提言理由

1. 「脱炭素社会の実現に資する法律改正」に基づき、既

存住宅向けの補助メニューを周知する。

2. 太陽熱温水設備のCO2削減効果が大きいにもかかわらず、

知立市での設置が少ないため、補助事業を促進し、市

内の歴史ある太陽熱温水器メーカーの支援にもつなげ

る。



提言理由

1. ゼロカーボンシティ実現には、市民の地球温暖化への関

心を高め、具体的な行動を促す啓発パンフレットが必要。

2. 飯田市の「21’いいだ環境プラン」では、イラスト入り

でわかりやすく提案している。伊那市では、市のパンフ

レットと共にソーラーシステム設置業者もメリットを明

らかにしたカタログを作成し、補助金を活用した販促活

動を行っている。




